
特定化学物質の取扱量の集計結果について【詳細】

－埼玉県内の平成30年度取扱量データの詳細－

埼玉県内の対象事業者から報告された平成30年度の特定化学物質の取扱量について、

埼玉県生活環境保全条例（さいたま市においては、さいたま市生活環境の保全に関する条

例）に基づき集計しました。詳細は以下のとおりです。

１ はじめに

⑴ 特定化学物質取扱量報告制度の概要

埼玉県内で特定化学物質を取り扱う事業者のうち、一定の要件※を満たす事業者は、埼

玉県生活環境保全条例（以下「県条例」という。）に基づき、年度ごとに特定化学物質

の取扱量とその内訳（使用量、製造量、取り扱う量）を報告します。

県は、報告された取扱量等を物質別、業種別、地域別等に集計し、公表しています。

なお、さいたま市に所在する事業所については、さいたま市生活環境の保全に関する

条例（以下「市条例」という。）に基づく報告データをさいたま市から提供いただき、

全県で集計をしています。

※ 特定化学物質取扱量報告の要件

① 製造業など、県条例施行規則または市条例施行規則で定める業種を営むこと。

② 事業者として、常時使用する従業員の数が21人以上であること。

③ 特定化学物質を物質ごとに年間0.5トン以上取り扱った事業所を有すること。

⑵ 用語等の解説

○ 特定化学物質（６０６物質）

「特定化学物質の排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化学物質

管理促進法）の第一種指定化学物質462物質、第二種指定化学物質100物質及び県

条例・市条例で指定する化学物質44物質（メタノール、硫酸等）が該当します。

○ 取扱量（使用量・製造量・取り扱う量）

取扱量 事業所において取り扱った特定化学物質の量。

使用量、製造量、取り扱う量の合計。

使用量 事業所において事業活動に伴い使用した量。

製造量 事業所において製造した量（副生成物も含む）。

取り扱う量 事業者自らは使用せず、卸売り・小売り等をするために、事業所にお

いて貯蔵所や容器に移し替えた量。



２ 報告状況

埼玉県の業種別の報告事業所数は表1のとおりです。

平成30年度は、1,506事業所から特定化学物質取扱量報告がありました。平成29年度

の1,534事業所と比較すると28事業所減少しています。

報告事業所数の上位５業種は、燃料小売業、化学工業、金属製品製造業、プラスチック

製品製造業、電気機械器具製造業です。上位５業種の報告事業所数は1,018件で、全体の

68％を占めました。

表1 埼玉県の業種別の報告事業所数

※ 占有率は整数で標記しているため、届出事
業所数が少ない業種の占有率が０％となる
場合があります。

報告
事業所数

占有率 業種
報告

事業所数
占有率

製造業 826 (55%) 金属鉱業 0 (0%)

食料品製造業 19 (1%) 原油・天然ガス鉱業 0 (0%)

飲料・たばこ・飼料製造業 6 (0%) 電気業 1 (0%)

酒類製造業 0 (0%) ガス業 0 (0%)

タバコ製造業 0 (0%) 熱供給業 0 (0%)

繊維工業 4 (0%) 下水道業 5 (0%)

衣服・その他の繊維製品製造業 1 (0%) 鉄道業 4 (0%)

木材・木製品製造業 1 (0%) 倉庫業 1 (0%)

家具・装備品製造業 5 (0%) 石油卸売業 16 (1%)

パルプ・紙・紙加工品製造業 28 (2%) 鉄スクラップ卸売業 1 (0%)

出版・印刷・同関連産業 58 (4%) 自動車卸売業 0 (0%)

化学工業 180 (12%) 燃料小売業 562 (37%)

塩製造業 0 (0%) 洗濯業 12 (1%)

医薬品製造業 3 (0%) 写真業 0 (0%)

農薬製造業 2 (0%) 自動車整備業 5 (0%)

石油製品・石炭製品製造業 14 (1%) 機械修理業 4 (0%)

プラスチック製品製造業 81 (5%) 商品検査業 1 (0%)

ゴム製品製造業 20 (1%) 計量証明業 2 (0%)

なめし革・同製品・毛皮製造業 2 (0%) 一般廃棄物処理業 33 (2%)

窯業・土石製品製造業 31 (2%) 産業廃棄物処分業 3 (0%)

鉄鋼業 18 (1%) 特別管理産業廃棄物処分業 1 (0%)

非鉄金属製造業 42 (3%) 医療業 9 (1%)

金属製品製造業 127 (8%) 高等教育機関 6 (0%)

一般機械器具製造業 30 (2%) 自然科学研究所 14 (1%)

電気機械器具製造業 68 (5%) 合計 1506 (100%)

電子応用装置製造業 0 (0%)

電気計測器製造業 0 (0%)

輸送用機械器具製造業 55 (4%)

鉄道車両・同部分品製造業 0 (0%)

船舶製造・修理業、舶用機関製造業 0 (0%)

精密機械器具製造業 15 (1%)

医療用機械器具・医療用品製造業 0 (0%)

武器製造業 0 (0%)

その他の製造業 16 (1%)

業種



３ 取扱量

埼玉県の取扱量の構成は表2のとおりです。取扱量の合計は693,771トンであり、平

成29年度と比較して78,682トン減少（10.2%減少）しました。また、取扱量の内訳は、

使用量298,940トン、製造量18,655トン、取り扱う量376,109トンでした。

埼玉県の取扱量と届出排出量※の推移は図１のとおりです。平成1４年度と平成30年度

を比べると、取扱量に大きな変化はありませんが、届出排出量は63％減少しています。

なお、平成22年度は、対象物質の見直しや対象業種の追加（医療業）があったため、

取扱量及び排出量が増加しています。

表２ 埼玉県の取扱量の構成

図１ 埼玉県の取扱量と届出排出量の推移

※ 取扱量の数値は四捨五入をしているため、その内訳の合計と一致しません。
※ 届出排出量 化学物質管理促進法に基づき届出された化学物質の環境中への排出量。届出排出量の数値は、環境省及び経済産業省が

平成3１年3月に公表したデータを用いています。

（単位：トン／年）

使用量 製造量 取り扱う量

560,223 201,998 13,374 344,851

(639,593) (227,000) (50,035) (362,523)
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(132,721) (96,516) (5,302) (31,090)

693,771 298,940 18,655 376,109
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埼玉県の取扱量上位5物質の報告事業所数とその内訳は表3、埼玉県の取扱量上位５物

質とその構成比は図2のとおりです。取扱量が最も多い物質はトルエンで、取扱量全体の

27％を占めていました。

取扱量上位5物質の内訳を比較すると、トルエン、キシレン、ノルマル-ヘキサン及び

1,2,4-トリメチルベンゼンは取り扱う量の占める割合が高いことが分かります。これは、

トルエン等がガソリンの含有成分であり、ガソリンを小売りする燃料小売業（ガソリンス

タンド等）からの報告が多いためです。

また、埼玉県の取扱量上位5業種とその構成比は図3のとおりです。燃料小売業と化学

工業の取扱量が多く、２つの業種で取扱量全体の72％を占めました。

表３ 埼玉県の取扱量上位５物質の報告事業所数とその内訳

図２ 埼玉県の取扱量上位５物質と
その構成比

図３ 埼玉県の取扱量上位５業種と
その構成比

（単位：トン／年）

特定化学物質の種類 報告数
取扱量

使用量 製造量 取り扱う量

トルエン 821 188,524 30,096 4,410 154,002 

キシレン 821 75,110 7,047 1,771 66,283 

ノルマル-ヘキサン 559 48,530 3,926 0.6 44,601 

1,2,4-トリメチルベンゼン 660 45,856 2,159 100 43,589 

鉛 16 40,542 40,542 0.0 0.7 

その他 ― 295,209 215,170 12,373 67,633 

合計 ― 693,771 298,940 18,655 376,109 

トルエン

188,524ﾄﾝ

27%

キシレン

75,110ﾄﾝ

11%

ﾉﾙﾏﾙ-ﾍｷｻﾝ 48,530ﾄﾝ

7%

1,2,4-ﾄﾘﾒﾁﾙﾍﾞﾝｾﾞﾝ

45,856ﾄﾝ 7%

鉛 40,542ﾄﾝ 6%

その他

295,209ﾄﾝ

42%
燃料小売業

315,440ﾄﾝ

46%
化学工業

222,692ﾄﾝ

32%

電気機械器具製造業

57,187ﾄﾝ 8%

プラスチック製品製造業

27,611ﾄﾝ 4%

非鉄金属製造業

14,012ﾄﾝ 2%

その他

56,829ﾄﾝ 8%



４ 取扱量の内訳

⑴ 使用量（298,940トン）

埼玉県の使用量上位5物質とその構成比は図4のとおりです。上位5物質で使用量全体

の47%を占めていました。

また、埼玉県の使用量上位5業種とその構成比は図5のとおりです。化学工業が使用

量全体の50%を占めており、他の業種に比べて高い割合になっています。

図６ 埼玉県の製造量上位５物質とその構成比

図４ 埼玉県の使用量上位５物質とその構成比 図５ 埼玉県の使用量上位５業種とその構成比

図７ 埼玉県の製造量上位３業種とその成比

⑵ 製造量（18,655トン）

埼玉県の製造量上位５物質とその構成比は図6のとおりです。上位5物質で製造量全

体の63％を占めました。

また、埼玉県の製造量上位３業種とその構成比は図7のとおりです。化学工業が全体

の77％を占めています。
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５ 物質別の用途、人体への影響

代表的な特定化学物質の主な用途及び人体への影響を表4に示します。

表４ 代表的な特定化学物質の主な用途及び人体への影響

物質名 主な用途 人体への影響

トルエン
合成原料（合成繊維、染料、香料、有機顔
料、火薬）、ガソリン成分、溶剤

中枢神経機能の障害
腎臓・肝臓への障害

キシレン
合成原料（合成繊維・樹脂、染料、有機顔
料、香料、医薬品）、ガソリンや灯油の成
分、溶剤

眼やのどに対する刺激
中枢神経への影響

1,2,4-トリメチルベン
ゼン

合成原料（染料、顔料、医薬品、工業薬
品）、ガソリンや灯油の成分、溶剤

呼吸器への刺激、中枢神経や肺
の障害

ノルマル-ヘキサン
溶剤（重合用、接着剤、塗料、インキ）、
ガソリンや灯油の成分

頭痛、皮膚・眼や呼吸器への刺
激、神経系の障害

鉛、鉛化合物 バッテリー、はんだの原料
腎臓、中枢・末梢神経系、免疫
系の障害

硫酸
基礎原料（肥料、繊維、薬品）、金属精
錬・製鋼・防織・製紙・食料品工業等で広
範囲に使用

皮膚に対する薬症
眼や呼吸器への影響

フタル酸ビス（２-エチ
ルヘキシル）

可塑剤
皮膚や眼に対する刺激
肝臓の障害

メチルエチルケトン
（別名MEK）

合成樹脂、溶剤、接着剤、人造皮革、
洗浄剤

皮膚炎、眼・鼻・のどに対する
刺激、麻酔作用

エチルベンゼン
合成原料（スチレン樹脂）、溶剤
（塗料・インキなど）

皮膚や眼に対する刺激
中枢神経への影響

ヘキサメチレンテトラ
ミン

合成樹脂硬化促進剤、合成樹脂発泡剤、
ゴム加硫剤等

眼や皮膚への刺激
中枢神経の障害

⑶ 取り扱う量（376,109トン）

埼玉県の取り扱う量上位5物質とその構成比は図8のとおりです。上位5物質は燃料・

溶剤などに含まれる成分であり、取り扱う量全体の87％を占めました。

また、埼玉県の取り扱う量上位３業種とその構成比は図9のとおりです。燃料小売業

及び化学工業の2業種が99％を占めています。

図９ 埼玉県の取り扱う量上位３業種とその構成比図８ 埼玉県の取り扱う量上位５物質とその構成比
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